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１ はじめに 

（１） これまでの取組み 

国は、急速な少子化の進行等を踏まえ、次世代を担う子どもたちの健全な育成を迅速かつ

重点的に支援するため、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法（以下「次世代育成支

援法」という。）を制定しました。これにより、事業主として国や地方公共団体は、「特定事

業主行動計画」の策定が義務付けられ、当町では平成１７年度に「茨城町特定事業主行動計

画」を策定し、子育て支援制度の周知や時間外勤務の縮減などの職員の仕事と子育ての両立

支援を進めてきました。 

次世代育成支援法は当初、平成２７年３月３１日を期限とした時限立法として成立したも

のでしたが、更なる次世代育成支援対策を推進していくため、平成２６年に同法の一部改正

により、有効期限が令和７年３月３１日まで１０年間延長され、当町においては、女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律（以下、女性活躍推進法）の趣旨を踏まえ、平成２

８年４月に、子育て支援に焦点を当てたこれまでの計画に、新たに女性活躍に関する取組み

を加えるなど改訂を加え、相互に関係する様々な取組みを一体的に推進し、仕事と生活の調

和のとれた職場環境づくりの実現に取り組んできました。 

令和６年５月、次世代育成支援法の有効期限が令和１７年３月３１日までに再延長され、

次世代育成支援対策の推進・強化がより一層図られることになりました。 

今期の計画においては、これまでの計画内容を踏襲しつつ、仕事と子育ての両立を図るた

めの職場環境づくりをはじめとした次世代育成支援対策、また、全職員が多様な生き方に応

じた働き方を実現し、仕事と家庭の両立を可能としながら、個性と能力を発揮できる職場環

境づくりに取り組んでいきます。  

 

（２） 計画策定の趣旨 

特定事業主行動計画は、社会環境や職員のニーズ、意識変化等の状況を加味し、一定の期

間で区切って、検証、見直しをすることが望ましいとされています。このため、当町では、

５年を一区切りとして計画を改定しています。現行の計画期間が、令和７年度をもって終了

することから、現行の計画における目標達成状況等から検証、見直しを行い、令和８年度を

初年度とする計画を策定します。 

 

 

２ 計画期間 

本計画の期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、仕事と子育ての両立及び女性の活躍の推進を目的に、次世代育成支援法第１９

条第１項及び女性活躍推進法第１９条第１項に基づく、当町の特定事業主行動計画として

策定するものです。 

 

 

４ 計画の推進体制 

（１） 計画の策定主体 

本計画は、下記の特定事業主が連名で策定するものであり、各特定事業主は対象職員に対

して責任をもって計画を実施します。 

特定事業主 対象職員 

町長 町長が任命する職員 

議会議長 議会議長が任命する職員 

消防長 消防長が任命する職員 

教育委員会 教育委員会が任命する職員 

農業委員会 農業委員会が任命する職員 

選挙管理委員会 選挙管理委員会が任命する職員 

代表監査委員 代表監査委員が任命する職員 

 

（２） 計画の管理 

本計画を効果的に推進するために、本計画の実施状況を把握・点検し、今後の対策や計画

の見直しを行います。 

また、各所属長及び職員は、本計画の内容を理解し、職場環境の整備に努めます。 
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５ 現状と分析  

令和３年度から令和７年度計画において掲げた目標に対する実績は以下のとおりです。 

 

（１） 女性職員の採用割合 

①現状 

令和３年度から令和７年度までの５年間において、新たに採用した女性の職員数は次 

の図のとおりとなります。 

■採用者に占める女性職員の割合 

 
 

②分析 

職員の採用は、競争試験による採用が中心となるため、年によって変動はありますが、

直近５年間における採用者に占める女性の割合は、平均すると約半数近くを占めてお

り、おおむね順調に女性職員の採用をすすめられています。 
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（２） 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

①現状 

係長以上の職にある職員について、各役職段階における職員数に占める女性職員割合

は次のとおりです。 

   ■各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

役職段階 性別 Ｒ２．４．１ Ｒ７．４．１  

部長相当職 
男性 １００％ ６６．６７％  

女性 ０％ ３３．３３％ 増 

課長相当職 
男性 ８９．２９％ ９６．５５％  

女性 １０．７１％ ３．４５％ 減 

課長補佐相当職 
男性 ８４．９１％ ７５．４４％  

女性 １５．０９％ ２４．５６％ 増 

係長相当職 
男性 ５９．６５％ ７２．６０％  

女性 ４０．３５％ ２７．４０％ 減 

 

②分析 

令和２年度０％であった部長相当職については、令和７年度においては３３．３％と

向上しており、公平な評価を通じて、上位職への女性の登用が進められています。引き

続き、各役職の女性割合が向上するよう、公平な評価等を実施していきます。 

一方で、役職全体における女性職員の割合は依然として低水準にあるため、仕事と子

育ての両立を支援する職場環境の整備に取り組んで行くことが求められます。 

 

（３） 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

①現状 

管理的地位にある職員として、課長以上の職にある職員に占める女性職員の割合は次

のとおりです。 

   ■管理的地位にある職員の男女割合 

性別 Ｒ２．４．１ Ｒ７．４．１ 

男性 ９１．４３％ ９１．４３％ 

女性 ８．５７％ ８．５７％ 

    

②分析 

課長以上の職にある職員に占める女性職員の割合は、令和２年度数値と同数値であり、

目標数値である１０％には至りませんでした。原因としては、前回同様、課長職に任用

する候補者となる職員の階層において、女性職員の数が少ないことによるものと考え

られます。今後も引き続き、公平な評価制度を通して、一層の女性の登用を図るととも
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に、課長職への登用候補者となり得る若年層の女性職員も含めて女性職員へのキャリ

アアップの支援を一層推進していくことが求められます。 

 

（４） 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

①現状 

男女別の育児休業取得率及び平均取得期間は次のとおりです。 

■男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

性別 
令和２年度中に取得可能となった者 令和６年度中に取得可能となった者 

育児休業取得率 平均取得期間 育児休業取得率 平均取得期間 

男性 ０％ － ７０％ １５．５７日 

女性 １００％ ３２２日 １００％ ２３５日 

※男女別の育児休業取得率とは、基準期間内に育児休業が取得可能となった職員の

うち、実際に育児休業を取得した職員が占める割合をいいます。 

※平均取得期間は、基準期間内に育児休業を実際に取得した職員の期間の平均のこ

とをいいます。 

 

②分析 

男性の育児休業の取得率について、令和２年度においては０％であったことに対し、

令和６年度においては７０％と、前計画の目標数値である１０％を大幅に上回りまし

た。取得が進んだ背景として、育児休業取得に向けた制度の周知及び育児休業取得の意

向確認等を行うことにより、職場全体の育児休業に対する意識の醸成が図られたこと

によるものと考えられます。 

一方で、取得率は向上しているものの、平均取得期間は１か月未満と、短期間の取得

にとどまっています。背景には、収入減への懸念、業務を離れることによる職場への気

遣い等もありますが、特に消防職については、特殊な勤務形態であるため、長期間の休

業を取得しにくいという要因等が考えられます。各所属へ育児休業に対する更なる理

解を促進し、男性職員の育児休業取得率及び平均取得期間の向上に努めていくことが

求められます。 

 

（５） 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

①現状 

男性職員であって、茨城町職員の勤務時間、休暇等に関する規則第２８条に規定する

特別休暇のうち、配偶者出産休暇（規則別表の１３）及び育児参加のための休暇（令和

４年１月１施行、規則別表の１４）を取得可能となった男性職員に占める、実際に当該

休暇を取得した男性職員の割合及び平均取得日数は次のとおりです。 
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■配偶者出産休暇 

令和元年度実績 令和６年度実績 

配偶者出産休暇

取得率 

平均取得日数 

（取得可能日数） 

配偶者出産休暇

取得率 

平均取得日数 

（取得可能日数） 

１００％ ２．９日（３日） ８０％ ２．８日（３日） 

   

■育児参加のための休暇（令和４年より取得可能） 

育児参加のための休暇取得率 平均取得日数（取得可能日数） 

３０％ ４日（５日） 

 

②分析 

配偶者出産休暇については、令和６年度の取得率が８０％となっており、１００％で

あった令和元年度と比べ、若干の減少となりました。制度は十分に周知されていました

が、年次休暇での取得や、業務都合で取得に至らなかったケースがありました。 

育児参加のための休暇については、令和４年から取得が可能となったものの、こちら

も年次休暇での対応や、育児休業の取得で対応しているケースもあることから、取得率

は３０％に留まっていると考えられます。 

今後は、どちらの休暇も取得した上で、さらに育児休業を取得できるように、各所属

の理解及び優先的に取得できるような職場環境づくりを推進します。 
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（６） 職員１人当たりの年間及び各月の時間外勤務時間数 

①現状 

令和６年度の１人当たりの月間平均時間外勤務時間数は、６．８時間（令和元年度：

８．３時間）となっています。各月１人当たりの平均時間外勤務時間数は以下のとおり

です。 

■時間外勤務の状況            

 令和元年度実績 

平均時間数 

令和６年度実績 

平均時間数 

４月 １４．７時間 ７．８時間 

５月 ６．７時間 ６．６時間 

６月 ７．３時間 ７．０時間 

７月 １２．１時間 ６．１時間 

８月 ３．３時間 ６．３時間 

９月 ６．３時間 ５．０時間 

１０月 １３．５時間 １２．９時間 

１１月 ７．５時間 ５．７時間 

１２月 ４．８時間 ４．３時間 

１月 ７．３時間 ５．３時間 

２月 ８．９時間 ６．３時間 

３月 ６．９時間 ８．９時間 

 

②分析 

１人当たりの月間平均時間外勤務時間数は令和６年度と令和元年度の比較において、

若干縮減となりました。要因として、令和元年度においては、茨城町長選挙及び茨城町

議会議員補欠選挙の執行、また台風対応等により、時間外勤務時間が増大しました。一

方令和６年度においては、極端に時間外が増大する要因がなかったため、年間を通じた

時間外勤務が縮減されたものと考えられるため、実態としては、おおむね横ばいで推移

したものと捉えられます。 

また、令和６年度から令和７年度にかけ、改めて時間外勤務事前承認の徹底や、労働

時間の適正管理を推進するための周知を重点的に行ったことにより、時間外勤務時間

数の縮減に繋がりました。しかしながら、振替休日で対応している休日出勤など、上表

に反映されていない時間外勤務があることから、今後もワーク・ライフ・バランスを実

現するために、時間外勤務時間の縮減に向けた取組みを一層推進していく必要があり

ます。 
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（７） 職員１人当たりの年次休暇の取得状況 

①現状 

１人当たりの年次休暇の取得日数は以下のとおりです。 

■年次休暇取得状況 

令和元年度平均 令和６年度平均 

８．３日 １０．２日 

 

②分析 

１人当たりの年次休暇の取得実績は、年々増加傾向にあります。令和６年度において

は、前計画で目標としていた１０日を達成している状況です。要員として、年の途中に

各所属の取得状況を、所属長と総務課において確認する機会を設け、各職員に対し年次

休暇取得を促すための周知を行なったことが、取得の向上に寄与したものと考えられ

ます。 

一方で、各所属により取得状況に偏りがある現状があるため、適正な人事配置、業務

配分を行ったうえで、全職員の年次休暇取得状況が平準化される環境整備が課題にな

っています。 
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６ 計画の目指す方向 

前計画と本町の現状を比較した分析結果を踏まえ、本計画の目指す方向として、以下の３

点を掲げ、昨今の社会状況にあわせて職員一人ひとりが、能力を十分に発揮し、いきいきと

活躍できる職場の実現に努めます。 

 

（１） 仕事と生活の調和の推進  

職員がそれぞれのライフステージや家庭状況に合わせて、仕事と生活が両立できる働き

方を実現できるよう、さらなる意識改革と働き方改革及び、職場環境の整備を進めていき

ます。 

     

（２） 子育て等との両立支援 

育児・介護・看護との両立を支援するため、各種制度の情報提供を一層図っていきます。

特に、男性職員の育児参加に関わる休暇及び休業の取得に向けて、制度の周知徹底と、子

育て等との両立支援への相互理解を促進していきます。 

 

（３） 女性職員の活躍推進 

女性職員が結婚や出産を経た後も就労を継続することはもとより、仕事への意欲を失わ

ずにキャリアアップするための支援に取組み、その個性と能力を存分に発揮することが

できる職場環境の整備に取組みます。 

 

 

７ 計画の目標 

計画の目指す方向を踏まえ、次世代育成支援及び女性職員の活躍に関する具体的な目標に

ついて、次のとおり設定します。 

 

（１） 職員の育児休業取得率 

令和１２年度までに男性の育児休業取得率１００％を目指し、女性の育児休業取得率

については１００％を維持します。（現状：男性７０％、女性１００％） 

 

（２） 職員１人当たりの年次休暇取得日数 

令和１２年度までに職員１人当たりの年次休暇取得日数を平均１３日まで向上さ 

せます。（現状：平均１０．２日） 

 

（３） 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

令和１２年度までに女性管理職員の割合を１０％まで向上させます。（現状：８．５７％）

合わせて、女性管理職への登用候補となる人材育成をします 
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８ 具体的な取組み 

目標の達成に向けて、次の取組みを進めることとします。  

 

■職員の育児休業取得率向上のための取組み 

（１） 妊娠及び出産後における配慮 

① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度について、     

対象者及び所属長に対し周知徹底を図ります。 

② 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図ります。 

③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを図ります。 

④ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として命じないこ 

ととします。 

 

（２） 男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

子どもの出生時における父親の特別休暇（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇） 

及び年次休暇の取得促進について職場全体で周知徹底を図ります。 

 

（３） 育児休業を取得しやすい環境の整備等 

① 育児休業等の制度の周知 

ア 男性職員の育児休業等の取得促進 

男性職員も育児休業等が取得できることについて周知徹底するとともに、各所属

への理解を深め、取得をしやすい環境づくりに努めます。 

イ 育児休業等の周知 

育児休業等取得のため手続や経済的支援の詳細について、庁内掲示板を通じ、積極

的な情報提供を行います。 
 

② 育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成 

庁議等会議の場や、庁内掲示板での周知を行い、育児休業等制度に対する理解を促

進し、職場全体で育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成に取組みます。 
 

③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

育児休業を取得している職員が円滑に職場に復帰できるよう、休業中の職員に対

して、復帰後の働き方に関する情報を提供するとともに、職場に抱える不安等を解

消するために、希望に応じて人事担当課において個別の面談を行います。また人事

担当課と当該職員の所属長が連携し、円滑な職場復帰への支援を行います。 
 

④ 育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

職員からの育児休業の請求があった場合に、職員の配置換え等によって当該職員

の業務を処理することが難しい時は、会計年度任用職員の任用等により補充を行い

ます。 
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■職員１人当たりの年次休暇取得日数向上のための取組み 

（４） 休暇の取得促進  

① 庁議等会議の場において、随時年次休暇の取得促進を徹底させ、職場の意識改革 

を図ります。 

② 管理職員に対して、部下の年次休暇の取得状況を把握させ、計画的な年次休暇の取

得を図ります。 

③ 週休日、国民の祝日や、夏季休暇等と年次休暇を組み合わせて、連続した休暇の取

得促進を図ります。 

④ 安心して職員が年次休暇の取得ができるよう、各部署において事務処理の相互支

援ができる体制の整備を図ります。 

⑤ 人事担当課は、年次休暇の取得率が低い部署に対し、管理職員へのヒアリングを実

施し、休暇取得の促進を図ります。 

 

■管理的地位にある職員に占める女性職員の割合向上のための取組み 

（５） 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組み 

① 職員がバランスよく職場、家庭、地域社会に参画できるようワーク・ライフ・バラ

ンスの推進や、固定的な性別役割分担意識等の是正について意識改革を目的とした

研修を実施します。 

② ハラスメント防止に関する研修を実施するとともに、職員が相談できる窓口につ

いて、一層周知を行います。 

（６） 女性職員の活躍推進 

① 女性職員や管理職員を対象とした女性登用の促進に関する研修を実施するほか、

市町村アカデミーなどの外部研修機関が実施する研修に女性職員を派遣し、女性職

員のキャリア形成の支援及び職務に対する意欲の向上を図ります。 

② 管理職員となる女性職員の育成を目的として、多様な部門への女性職員の配置拡

大を図ります。 
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■職員がさらに働きやすいと感じる職場にするための取組み 

（７） 時間外勤務の縮減 

① 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

ア 働き方改革に関する研修を実施し、業務の効率化や時間外勤務等についての意

識啓発を図ります。 

イ 各所属において、既存の事務の必要性、効率化を検討し、ＤＸ推進を行いながら

業務効率化を図ります。 

ウ 各所属における時間外勤務命令に関する原則と基準の統一化及び、時間外勤務

事前承認の徹底を図ります。 

エ 人事担当課は、勤休管理システムの記録を基に、各所属の労働状況を適切に把握

し、恒常的な長時間労働が確認された場合は、管理職員を通じて、是正に向けた取

組みを働きかけます。 

② 深夜勤務及び時間外勤務の制限に関する制度の周知 

小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員に対する深夜勤務及び時間外勤務

の制限に関する制度の周知徹底を図ります。 

 


